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添付公開書類：

- 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))

【課題】 フ レキ シブル配線板 にお けるべ一ス フ イルム に対 し優 れ た接着性 を有 し、高周 波等の電気信
号の伝送特性 に優れ たカバ一 レイ フイルム および配線板 を提供す る。 【解決手段】 フィルム状基材 1
1 の 片面 （例 えば裏 面 ） に接着 層 1 2 が 形成 され て い る。接着 層 1 2 は フ ィルム 状基材 1 1 に貼着 形
成、塗布形成 され る。 ここで、 フ ィルム状基材 1 1 は、接着層 1 2 よ り弾性率 が大 きい。接着 層 1 2 は
オ リゴフヱ二 レンェ一テル とスチ レンブタジエ ン系の エラス トマ一 を含有す る合 成樹脂か らな る。



明 細 書

発明の名称 ：

カバーレイフイルム、フレキシプル配線板およびその製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、伝送配線、回路配線等が配設されたフレキシブル配線板に用い

るカバ一レイフィル厶、このカバ一レイフィル厶を有するフレキシプル配線

板およびその製造方法に関する。

背景技術

[0002] フレキシブルプリン卜配線板 （以下、 F P C ；FLex i b Le P i nted Ci rcu i t

ともいう）は携帯機器、ネットワーク機器、サーバ一、テスタ一等の電子機

器に多用されている。そして、この F P C は電子機器への回路、ケ一プル、

コネクタ機能等が付与された複合部品としてもその用途を拡大している。ま

た、その優れた屈曲性を活かして、例えばO A 機器類、各種コンピュータ一

類、自動車のような民生用あるいは産業用の機器において、同軸ケーブル、

ワイヤ一ハーネスのような電気信号の配線材の代わりとしても有望視され使

用されるようになってきている。

[0003] 上述 した機器類では、それに搭載される半導体デバイスの微細 高集積化

、高速化あるいは多機能化 （以下、単に半導体デバイスの高性能化ともいう

) の発展の中で、その小型化および高機能化が著 しい。そして、 F P C は一

般的にその高密度配線化および軽薄化が要求され、配線板に配設される配線

の微細化と配線間の縮小化、その多層化および絶縁体層の薄層化が行われて

いる。

[0004] F P C は、その基本構造 （単層構造）として、絶縁体層である樹脂製べ一

スフイルム表面に配設された配線、この配線およびべ一スフイルムを被覆 し

保護する絶縁体層である樹脂製カバ一レイフィル厶により構成される。ここ

で、ベースフイルムの一主面に張着された例えば銅の金属箔を有する片面金

属張積層板が使用される。そして、金属箔が所望の配線にパターニングされ



、カバ一レイフイルムはその接着剤層を介 して配線およびべ一スフイルム等

の基材と一体接合 し、基材と共に片面フレキシブル配線板を成す （例えば、

特許文献 1， 2 参照）。

[0005] また、多層の配線板の場合には、多層の配線層間に例えばプリプレダのよ

うな樹脂からなる層間絶縁体層が積層され、その表層に樹脂製カバ一レイフ

ィル厶が形成された多層フレキシプル配線板になる。例えば 2 層構造の F P

C では、ベ一スフィル厶の両面に張着された金属箔を有する両面金属張積層

板が使用される。そして、その両面の金属箔が所望の配線にパターニングさ

れ、カバ一レイフイルムはその接着剤層を介 して 2 層配線およびべ一スフィ

ル厶等の基材に表裏から一体接合 し両面フレキシブル配線板を成す （例えば

、特許文献 3 参照）。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献1 ：特開 2 0 1 0 _ 1 4 4 0 8 1 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 1 0 _ 1 5 0 4 3 7 号公報

特許文献3 ：特開 2 0 0 6 _ 2 6 1 3 8 3 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0007] ところで、特に高速化する半導体デバイスが搭載される電子機器では、そ

の小型化と共に動作の高速化が進むようになる。それに伴い、 F P C におけ

る高周波信号の優れた伝送特性、安定 した低いリアクタンス、インピーダン

スおよび伝送損失による優れた電気信号の伝達 伝導特性が求められる。例

えば周波数が数G H z 〜数十G H z 帯の高速デジタル信号の使用において、

その高周波特性を損なうことなく高速伝送することが要求される。そのため

、 F P C の基板材料と共にカバ一レイフイルムについても、高周波領域で安

定 して優れた電気特性 （例えば低比誘電率 （ε ；) 、低誘電正接 （t a n )

) を有する材料が必要になってくる。



[0008] しか しながら、従来の接着剤層を有するカバ一レイフイルムでは、 F P C

の基板材料との接着強度あるいは耐熱性に重点が置かれ、 F P C における高

周波信号等の優れた伝送特性の実現については余り検討されていなかった。

そのため、カバ一レイフイルムにおける接着剤層はその比誘電率が 4 . 0 程

度と高く、また誘電正接も比較的高いものになっていた。また、接着剤にお

ける安定 した低い吸水性および吸湿性は考慮されていない。これ等のために

、上述 した従来の F P C は、その高周波信号の伝送において安定 して優れた

特性の確保が難 しいものになっていた。

[0009] 本発明は、上述の事情に鑑みてなされたもので、配線およびべ一スフィル

厶等のフレキシブル配線板における基材に対 して優れた接着性を有 し、高周

波等の電気信号の伝送特性に優れたカバ一レイフイルムを提供することを主

目的とする。そして、上記カバ一レイフイルムにより表層が被覆され保護さ

れるフレキシプル配線板およびその製造方法を提供する。

課題を解決するための手段

[001 0] 上記目的を達成するために、本発明にかかるカバ一レイフイルムは、配線

が設けられたフレキシプル配線板の主面に接着されて前記配線を保護する力

バ一レイフイルムであって、フイルム状の基材と、前記基材の主面に設けら

れた接着層と、を有 し、前記フイルム状の基材は前記接着層より弾性率が大

きい樹脂からなり、前記接着層は才 リゴフエ二レンエーテルとスチレンプタ

ジェン系のエラス トマ一を含有する合成樹脂からなることを特徴とする。

[001 1] ここで、前記フイルム状の基材は、その比誘電率が周波数 1 G H z におい

て 3 . 5 以下になる低誘電性樹脂フイルムが好ましい。そして、前記低誘電

性樹脂フイルムは、液晶ポリマ一、ポリエチレンナフタレ一 卜、シンジオタ

クチックポリスチレン、ポリフエ二レンスルファイ ド、ポリイミ ド系樹脂、

ポリエーテルイミ ド、ポリフエ二レンエーテルのいずれかあるいはこれ等の

コンポジッ卜系樹脂からなることが更に好ましい。

[001 2] そして、本発明にかかるフレキシブル配線板は、液晶ポリマ一あるいは液

晶ポリマーを含むコンポジッ卜系樹脂からなる樹脂基板の主面に配線が形成



され、前記樹脂基板および前記配線に対 して、前記カバ一レイフイルムが一

体接合 していることを特徴とする。

[001 3] また、本発明にかかるフレキシブル配線板の製造方法は、配線が形成され

た樹脂基板に対 して、前記カバ一レイフイルムを熱口一ルラミネ一 卜法によ

り熱圧着 し、その後の加熱処理を通 して前記配線および樹脂基板に前記カバ

—レイフイルムを接合一体化することを特徴とする。

発明の効果

[0014] 本発明により、配線およびべ一スフイルム等のフレキシブル配線板におけ

る基材に対 して優れた接着性を有 し、高周波信号の伝送特性に優れたカバー

レイフイルムを提供することができる。そ して、高周波信号において安定 し

優れた伝送特性を有するフレキシブル配線板が簡便にできるようになる。

図面の簡単な説明

[001 5] [ 図1] 本発明の実施形態にかかるカバ一レイフィル厶の 2 つの例を示 した断面

図。

[ 図2] 本発明の実施形態にかかるフレキシブル配線板の一例を示す一部拡大断

面図。

[ 図3] 同上フレキシブル配線板の製造方法の一例を示す製造工程別断面図。

[ 図4 ] 本発明の実施形態にかかるフレキシブル配線板の他例を示す一部拡大断

面図。

発明を実施するための形態

[001 6] 以下に本発明の好適な実施形態について図 1 ない し図 4 を参照 して説明す

る。ここで、図面は模式的なものであり、各寸法の比率等は現実のものとは

異なる。これ等の図では、互いに同一または類似の部分には共通の符号が付

され、重複説明は一部省略される。

[001 7] 図 1 ( a ) あるいは （b ) に示されるように、本実施形態のカバ一レイフ

イルムは、 フイルム状基材 1 1 の片面 （例えば裏面）に接着層 1 2 が形成さ

れている。ここで、接着層 1 2 は未硬化の熱硬化性樹脂であり、フイルム状

基材 1 1 に例えば接着剤により貼着形成あるいは塗布形成されている。そ し



て、 図 1 ( b ) では、接着層 1 2 の裏面 に更 に離型材層 1 3 が貼 り付 け られ

ている。 ここで、 フイルム状 の基材 と しては、熱硬化 した後 の接着層 1 2 に

較べて弾性率 が大 き く、 その低 吸水性 あるいは低 吸湿性 に優れ る樹脂 フィル

厶がよい。 このようなカバ一 レイフイルムであると、 その電気特性 における

経時変化が小 さ く安定 したものになる。 また、 フ レキシプル配線板 における

ベ 一 スフイルム との接着性 が安定 し優れたものになる。

[001 8] そ して、 フイルム状基材 1 1 は低誘電性特性 を有 する低誘電性樹脂 フィル

厶であることが好 ま しい。 この低誘電性特性 においては、周波数 1 G H z に

おける比誘電率 が 3 . 5 以下 になるのが好 ま しい。 このような比誘電率 であ

ると、例 えば数 G H z 〜数十 G H z 帯の高速デジタル信号の伝送 における高

速伝送が容易 になる。 また、低誘電性特性 において、上記高周波数帯 におけ

る誘電正接 は 0 . 0 0 5 以下 になるのが好 ま しい。 このような誘電正接 であ

ると、 F P C において後述する組成 の接着層 1 2 と相俟 って、数 G H z 〜数

十 G H z の高周波数帯の高速デジタル信号 において小 さい誘電損失 にな り、

その高周波特性 を損 な うことな く高い品質の電気信号の伝送が可能 になる。

[001 9] ここで、 フイルム状基材 1 1 の膜厚 は、 それが適用 され る F P C および材

質 に即 し適宜 に決め られ、例 えば 5 m ~ 5 0 m程度 に設定 され る。後述

され るように、 F P C において例 えばそのカバ一 レイフイルム上 にグラン ド

層が形成 され る場合 には、 フイルム状基材 1 1 は比較 的に厚 く設定 され る。

これは、 F P C の配線 において、 カバ一 レイフイルムを挟 んで形成 され るグ

ラン ド層 との間の寄生容量 を低減 するためである。

[0020] このような フイルム状基材 1 1 と して、液晶ポ リマ 一、 ポ リエチ レンナ フ

タ レ一 卜 （P E N ) 、 シ ンジオ タクチ ックポ リスチ レン （S P S ) 、 ポ リフ

ェニ レンスル フアイ ド （P P S ) な どの結晶性樹脂や、 ポ リイ ミ ド （P I )

系樹脂、 ポ リエ ー テ ル ィ ミ ド （P E I ) 、 ポ リフエニ レンェ 一 テ ル （P P E

) な どの非結晶性樹脂 あるいは これ等の コンポジ ッ 卜系樹脂 が挙 げ られ る。

あるいは、 ビスマ レイ ミ ド . 卜リアジ ン樹脂 （B T レジ ン）のような熱硬化

性樹脂 であ っても構わない。



[0021 ] 特 に、液晶ポ リマ一は、優れた高周波における伝送特性及びフレキシブル

性を奏すること等か ら好ま しい。 ここで、液晶ポ リマ一 としては、例えばキ

シダール （商品名. D a r t c o 社製）、ベク トラ （商品名. C I a n e s

e 社製）で代表される多軸配向の熱可塑性ポ リマ一である。 また、他の絶縁

性樹脂を添加 ' 配合 し変性 したものであってもよい。そ して、ベクスタ一 F

A タイプ （融点 2 8 5 °C ) 、ベクスタ一C T —X タイプ （融点 2 8 0 °C ~ 3

3 5 °C ) 、 B I A C フイルム （融点 3 3 5 °C ) などが例示される。なお、 こ

れ等の液晶ポ リマーのガラス転移点 T g は 2 0 5 °C ~ 3 0 0 °C と高い温度を

呈する。

[0022] また、ポ リイミ ド系樹脂 としては、例えばポ リイミ ドフィル 厶 「カプ トン

」 （商品名. 東 レ デュポン社製）、 才一ラム （商品名. 三井化学社製）な

どが例示される。そ して、ポ リエチ レンナフタレ一 卜系樹脂 としては、例え

ばテオネックス （商品名. 帝人デュポン社製）の熱可塑性樹脂が好適なもの

として例示される。

[0023] 接着層 1 2 は、才 リゴフェニ レンエーテル とスチ レンブタジエン系のエラ

ス トマ一を含有する熱硬化性の合成樹脂である。例えば、その未硬化状態の

フイルムとして A D F L E M A O P E 系 （商品名. ナミックス社製）が例

示される。あるいは、才 リゴフェニ レンエーテル、スチ レンブタジエン系の

エ ラス トマ一 を含む成分を例えば トル エ ン等の有機溶剤に適度に溶解 または

分散させ接着剤に調製 したものを使用することもできる。そ して、熱硬化前

の接着層 1 2 の膜厚は、 フイルム状基材 1 1 の材質、 F P C におけるべ一ス

フィル厶の材質、ベ 一スフィル厶に形成される配線の厚さ等に即 して適宜に

決め られ、例えば 1 0 m ~ 5 0 m 程度に設定される。 この才 リゴフェニ

レンエーテル （誘導体を含む）は、例えばO P E ( 2 官能ポ リフエ二 レンェ一

テルオ リゴマー）ともいわれ、 2 官能コアの両末端にポ リフエ二 レンェ一テ

ルを付与 した高分子の構造になっている。 ここで、 O P E の平均分子量は 5

0 0 ~ 5 0 0 0 程度であ り、好ま しくは 1 0 0 0 ~ 3 0 0 0 である。その市

販品として、例えば三菱ガス化学 （株）社製の 0 P E 2 S t _ 1 2 0 0 、 0



P E 2 S t - 2 2 0 0 等 が あ る。 な お、 上記 0 P E は、例 えば特 開 2 0 0 9

- 6 7 2 5 号 公報、特 開 2 0 1 - 6 8 7 3 号 公報 に記載 され て い る

ビニル化合物 をその組成物 と して作製 され る。

[0024] こ こで、 上記接着 層 1 2 には、 その他 の成 分 が含 まれ て いて もよい。例 え

ば、接着 層 1 2 の硬 化温度 を調整 す るため に、 マ レイ ミ ド系硬 化剤、 フエ ノ

—ル 系硬 化剤、 ア ミン系硬 化剤 等 が適度 に混合 され る。 あ るいは、接着性 を

調整 す るため に、例 えばエポ キシ樹 脂 お よび その硬 化触 媒 が添加 され る。 こ

こで、硬 化触 媒 と して は、 熱硬 化 を短 時 間 にす るため の例 えば ア ミン系硬 化

触 媒、 ィ ミダ ゾ一ル 系硬 化触 媒 が用 い られ る。

[0025] い ずれ に して も、 上記接着 層 1 2 は、 その硬 化温度 が フ イル ム状 基材 1 1

の ガ ラス転移 点 T g あ るいは融 点 T m よ りも低 い温度 とな る樹 脂 か らな る。

ここで、硬 化温度 は、 その未硬 化樹 脂 フ イル ムあ るいは接着剤 層 を重合 あ る

いは架橋 させ て硬 化 させ る温度 であ る。 フ イル ム状 基材 1 1 の樹 脂 は ガラス

転移 点 を有 す る場合 と明確 な T g を示 さな い場合 があ るが、 明確 な T g を示

さな い場合 に上記熱硬 化温度 は熱可塑性樹 脂 の融 点 T m よ り低 くな るよ うに

す る とよい。 そ して、 熱硬 化後 の接着 層 1 2 にお ける弾性率 は、 フ イル ム 状

基材 1 1 あ るいは後 述 され るべ 一 ス フ イル ム の 弾性率 よ りも小 さ くな る。

[0026] 接 着 層 1 2 にお ける弾性率 は、 そのエ ラス トマ一成 分量 によ り適宜 に調整

す る ことがで きる。 その よ うなエ ラス トマ一成 分 には、 ポ リエ ステル樹 脂、

二 トリル ゴム （N B R ) 、 スチ レンブタジエ ンゴム （S B R ) 等 の誘 電正接

が小 さい樹 脂 が好適 であ る。 そ して、 熱硬 化後 の接着 層 1 2 の例 えば引張弾

性率 は 1 O O M P a ~ 1 G P a の範 囲 にな るよ うに設 定 され る。 な お、 上述

した フ イル ム 状 基材 1 1 あ るいはべ 一 ス フ イル ム の 引張弾性率 は 2 G P a ~

2 O G P a 程 度 と接着 層 1 2 の それ よ りも大 きな もの にな る。

[0027] な お、 ガラス転移 点 は、 通 常、 ガラス転移 温度 測 定方法 （JIS C 6493 に準

ず る） によ り、 T M A 法 と D M A 法 の 2 方 法 で求め られ る。 ここで、 T M A

法 は、 試験 片 を室温 か ら 1 0 °C / 分 の割合 で昇温 させ、 熱分析装 置 にて厚 さ

方 向の熱膨 張量 を測 定 し、 ガラス転移 点 の前後 の曲線 に接線 を引 き、 こ の 接



線 の交点 か ら T g を求め る。 D M A 法 （引張 り法 ） は、 試験 片 を室温 か ら 2

°C / 分 の割合 で昇温 させ、粘 弾性 測 定装 置 にて試験 片の動 的粘 弾性 お よび損

失正接 を測 定 し、損 失正接 の ピー ク温度 か ら T g を求め る。 また、 弾性率 に

は樹 脂 フ イル ム の 引張弾性率 あ るいは曲 げ弾性率 が用 い られ る。 そ して、 上

記弾性率 はJIS K 7 127あ るいはASTM D 882 に準 じて測 定 され る。

[0028] 離 型 材層 1 3 は、接着 層 1 2 の形状 を損 な うことな く剥離 で きるものであ

れ ば特 に限定 され な い。 それ を構成 す る具 体 的な離 型材 と して は、例 えばポ

リプ ロ ピ レ ン （P P ) フ イル ム 、 ポ リエ チ レ ン （P E ) フ イル ム 、 シ リコ 一

ン離 型材付 き P P フ イル ム お よび P E フ イル ム 等 が挙 げ られ る。 また、例 え

ば上 質紙、 クラ フ 卜紙等 の原紙 の両面 にその吸放 湿 によるカール を防止 す る

ため の プラスチ ック層 を有 す る離 型紙 が挙 げ られ る。 その よ うな もの と して

、例 えば P P 樹 脂 コ 一 卜紙、 P E 樹 脂 コ 一 卜紙等 があ る。離 型材層 1 3 の厚

さは、 任意 の厚 さで よいが、樹 脂 フ イル ムで は例 えば 1 0 m ~ 5 0 m、離

型紙 で は例 えば 5 0 m 0 0 mにな る。

[0029] 次 に、 本実施形 態 の カバ 一 レイ フ イル ム を用 いた フ レキシ ブル配線板 お よ

び その製 造方法 につ いて図 2 お よび 図 3 を参 照 して説 明す る。 ここで は高周

波信 号 が伝 送 され る伝 送配線 が形成 され た F P C につ いて説 明 され る。 図 2

に示 す よ うに、 その一例 の F P C で は、樹 脂 か らな るベ 一 ス フ イル ム 1 4 の

—主面 に複数 の ス 卜リップ線路 であ る内層 の信 号配線 1 5 お よび グラ ン ド配

線 1 6 が配線 パ ター ンにされ配設 され て い る。 ここで、信 号配線 1 5 は L V

D S (Low Vo ltage D i fferent i a l S i gna l i ng) に対 応 で きる 2 本ペ アの伝 送

配線 と して示 され て い る。

[0030] そ して、 F P C の表 層 と して フ イル ム状 基材 1 1 が信 号配線 1 5 、 グラ ン

ド配線 1 6 お よびべ 一 ス フ イル ム 1 4 に接着 層 1 2 を介 して熱圧着 され、接

合 一体化 して形成 され て い る。 ここで、 フ イル ム状 基材 1 1 と接着 層 1 2 が

カバ 一 レイ フ イル ム を構成 す る。接着 層 1 2 の弾性率 は上述 した よ うに フ ィ

ル 厶状 基材 1 1 お よびべ 一 ス フ イル ム 1 4 の弾性率 よ りも小 さ くな つて い る



[0031 ] また、図示 しないがフイルム状基材 1 1 において、接着層 1 2 に対向する

主面にグラン ド層が別の接着層を介 して張着 されていてもよい。 ここで、別

の張着層は接着層 1 2 と同様な樹脂か らなる。 これ等のグラン ド配線 1 6 あ

るいはグラン ド層は、電磁 シール ドと して作用 し信号配線 1 5 間の電磁干渉

、あるいは外部か らの電磁波による信号の擾乱を低減する。

[0032] 上記 F P C において、 フイルム状基材 1 1 とべ一スフイルム 1 4 に上述 し

たような液晶ポ リマ 一 を用い、接着層 1 2 に才 リゴフェニ レンエーテル とス

チ レンブタジエン系のエラス トマ一を含有する合成樹脂 を用いると好適であ

る。 この組み合わせでは、 フイルム状基材 1 1 と接着層 1 2 か ら成 るカバ一

レイフイルムは 1 G H z における比誘電率は全て 3 以下になる。 また、それ

等の誘電正接は 0 . 0 0 3 以下になる。 さらにべ一スフイルム 1 4 を含めた

総合の 1 G H z における比誘電率は全て 3 以下になる。同様 に 1 G H z にお

ける誘電正接は 0 . 0 0 3 以下になる。 この F P C における信号配線 1 5 は

、 1 G H z 以上 とりわけ数 G H z 〜数十 G H z 帯の高速デジタル信号の極め

て優れた伝達 伝導特性 を示す。

[0033] 上記 F P C では、ベ 一 スフイルム 1 4 と しては、上記液晶ポ リマーの他 に

、その他の低誘電性特性 を有する熱可塑性樹脂あるいは熱硬化性樹脂 を用い

ることができる。 カバ一 レイフイルムおよびべ一スフイルムを同一材料にす

ると、上記 した特性 を発揮する上に、熱膨張係数が同一であるため係数差 に

よる不都合が生 じない。

[0034] 次 に、 フレキシブル配線板の製造方法の一例 について説明する。図 3 ( a

) に示すように、例えば厚 さが 1 5 m ~ 5 0 m程度の液晶ポ リマーか ら

なるベ 一 スフイルム 1 4 の表面に銅箔 1 7 が張着 された片面銅張積層板 を用

意する。 ここで、銅箔 1 7 の厚 さは 3 m ~ 3 5 m程度である。なお、片

面銅張積層板は樹脂 フ イル ム の表面に銅箔を貼着 したものであってもよい し

、電解 メツキ したものであってもよい。そ して、図 3 ( b ) に示すように、

公知のエ ッチングにより銅箔 1 7 をス トリツプ線路 と して配線ノ《ターン化 し

信号配線 1 5 およびグラン ド配線 1 6 を形成する。



[0035] 次に、図3 ( c ) に示すように、例えば厚さが 1 5 m~ 5 0 m程度で

未硬化フイルム状の接着層 1 2 と、例えば厚さが 5 m~ 5 0 m程度の液

晶ポリマ一からなるフイルム状基材 1 1 をべ一スフイルム 1 4 の上方から順

に重ね合せる。ここで、図 1で示したようにフイルム状基材 1 1の片面に形

成された接着層 1 2 から成るカバ一レイフイルムを重ねるようにしてもよい

[0036] そして、図3 ( d ) に示すように、フイルム状基材 1 1上に積層クッショ

ンシ一卜1 8 を重ね、公知の熱ロールラミネート法により、接着層 1 2 を介

してフイルム状基材 1 1 をべ一スフイルム 1 4 に熱圧着する。ここで、熱口

—ルラミネ一卜における温度は、未硬化状態にある接着層 1 2 が硬化する所

定の温度であり、フイルム状基材 1 1のガラス転移点あるいは融点より低い

温度である。例えば、上記熱圧着の温度は例えば 1 6 0 °C ~ 2 0 0 °C程度に

なる。

[0037] そして、図3 ( e ) に示すように、積層クッションシ一卜1 8 を剥離し、

加圧することなく所定温度で所定時間の加熱処理を施す。この温度は例えば

1 8 0 °C ~ 2 0 0 °C程度になる。この加熱処理により、フイルム状基材 1 1

は接着層 1 2 を介してべ一スフイルム 1 4 、信号配線 1 5 およびグランド配

線 1 6 t と接合一体化する。このようにして図 1 ( a ) に示した断面構造の

フレキシプル配線板が作製される。

[0038] なお、上記接合一体化では、従来と同じように加熱加圧処理である熱プレ

ス法を用いてもよい。この場合、未硬化状態にある接着層 1 2 が硬化する所

定の温度に保持して例えば 1時間〜2 時間程度になる所定時間の下に所要の

加圧が必要になる。

[0039] 上述した熱ロールラミネート法を用いたベ一スフイルム 1 4 、信号配線 1

5、およびグランド配線 1 6 とカバ一レイフイルムの接合一体化は、 F P C

の製造において、その基材の可撓性を利用したロール トウ ロール （Ro LL

t o Ro LL) 方式により長尺の連続基板を用いる生産方法に好適になる。この方

法は、例えば基材として柔軟性があり長尺の片面金属張積層板あるいは長尺



の両面金属張積層板 を用い、 口一ル巻出 し機 および 口一ル巻取 り機の間で搬

送 しなが ら各種の加工処理 を加えるものである。上記搬送 しなが らの加工処

理 に、熱 プレス法は現状では適用が難 しいのに対 し、熱 口一ルラミネ一 卜法

はロール ' トウ ロール方式に適する。なお、上述 した熱 口一ルラミネ一 卜

法の後の所定時間の加熱処理は、最終の工程 においてロール トウ ロール

方式か ら切 り離 して行 うようにするとよい。

[0040] このロール トウ ロール方式の製造方法が適用できると、例えば伝送配

線が形成 されるフラッ トケ一プルのように、その長さが 1 m以上になる長尺

の F P C の製造に好適であ り、特 に大量生産 に有効 になる。

[0041 ] 上述 したように、本実施形態の接着層 1 2 はその熱硬化後の弾性率がフィ

ル厶状基材 1 1 あるいはべ一スフイルム 1 4 の弾性率 よりも小さ くなること

か ら、優れた接合が可能になる。 これは、熱 ロールラミネー ト法あるいは熱

プレス法を問わず、加熱状態か ら室温へ と降温する際に生 じる熱応力が接着

層 1 2 により吸収 され緩和されるようになるか らである。すなわち、接着層

2 は、その弾性率が周 りに較べて小さいために接合されるカバ一 レイフィ

ル厶とべ一スフイルムの間の緩衝材 と して有効 に機能する。

[0042] そ して、熱硬化後の接着層 1 2 は、その吸湿性が小さ く、比誘電率 2 . 4

~ 3 . 0 および誘電正接 0 . 0 0 1 5 ~ 0 . 0 0 3 の安定 した値 を示す。 ま

た、そのガラス転移点は例えば 1 8 0 °C ~ 2 3 0 °C と高い値 を呈する。

[0043] また、ベ一スフイルム 1 4 、信号配線 1 5 およびグラン ド配線 1 6 とカバ

— レイフィル厶の接合において、接着層 1 2 の しみだ し量が従来の接着剤層

の場合に較べて大幅に低減するようになる。 このために、上述 したような熱

口一ルラミネ一 卜法あるいは熱 プレス法を用いた接合一体化における作業性

が優れたものになる。

[0044] 次 に、 フレキシブル配線板の他例 について図 4 を参照 して説明する。 これ

は 2 層構造の回路配線が配設される F P C の場合である。 ここでは、高速デ

ジタル信号が伝達される回路配線が形成 された F P C について説明される。

図 2 で説明 したのと同様 に液晶ポ リマ一のような樹脂か らなるベ 一 スフィル



厶 1 4 の一主面に複数の第 1 回路配線 1 9 が例えば銅箔の配線パターンにさ

れ配設されている。そして、第 1 フイルム状基材 2 0 が第 1接着層 2 1 を介

して第 1 回路配線 1 9 およびべ一スフイルム 1 4 に熱圧着され接合 している

。 ここで、第 1 フイルム状基材 2 0 および第 1接着層 2 1 が第 1 カバ一 レイ

フイルムを構成する。

[0045] 同様に F P C の内層として、ベ一スフイルム 1 4 の他主面に複数の第 2 回

路配線 2 2 が例えば銅箔の別の配線パターンに配設されている。そして、第

2 フィル厶状基材 2 3 が第 2 接着層 2 4 を介 して第 2 回路配線 1 9 およびべ

—スフイルム 1 4 に熱圧着され接合 している。ここで、第 2 フイルム状基材

2 3 および第 2 接着層 2 4 が F P C の表層となる第 2 カバ一レイフイルムを

構成する。この第 2 カバ一レイフイルムは、第 1 カバ一レイフイルムと同一

あるいは異なる材料により形成される。いずれにしても、第 2 接着層 2 4 の

弾性率は第 2 フイルム状基材 2 3 およびべ一スフイルム 1 4 の弾性率よりも

小さくなるように設定される。このようにして、接合一体化 した 2 層構造の

F P C になっている。

[0046] 上記 2 層構造の F P C において、第 1 フイルム状基材 1 1、第 2 フイルム

状基材 2 3 およびべ一スフイルム 1 4 に液晶ポリマ一を用い、第 1接着層 1

2 および第 2 接着層 2 4 に才 リゴフェニレンエーテルとスチレンブタジエン

系のエラス トマ一を含有する合成樹脂を用いると好適になる。この組み合わ

せでは、図 2 に示 した 1層構造の F P C の場合と同様に、この F P C におけ

る信号配線 1 5 は、数G H z 〜数十G H z 帯の高速デジタル信号の極めて優

れた伝達 ' 伝導特性を示す。そして、例えばコンピュータ一のC P U クロッ

クのようにG H z 帯に達する高速デジタル信号に対応 した配線回路を有する

F P C が容易に提供される。

[0047] 2 層構造 F P C におけるべ一スフイルム 1 4 でも、液晶ポリマーの他に、

P I 系樹脂、 P E N系樹脂あるいはこれ等のコンポジッ卜系樹脂が好適に使

用される。あるいは、その他の低誘電性特性を有する熱可塑性樹脂あるいは

熱硬化性樹脂を用いることができる。



[0048] 上記実施形態では、 1 層構造あるいは 2 層構造の配線が形成 される F P C

の場合について説明 しているが、 3 層以上の配線 を有する多層配線板 も同様

に して形成できる。例えば、図 1 あるいは図 4 に示 したような F P C 構造の

ものを互いに別の接着層を挟んで積層することにより極めて簡便に多層配線

板 にすることができる。 ここで、別の接着層 と しては、第 1 接着層 1 2 およ

び第 2 接着層 2 4 の場合 と同様 に才 リゴフエ二 レンエーテル とスチ レンプタ

ジェン系のエラス トマ一を含有する合成樹脂 を用いる。あるいは、多層の配

線層間に例えばプ リプレダのような樹脂 を積層 し、表層 となる最外層にカバ

— レイフイルムを被覆 し内層の配線 を保護するように してもよい。

[0049] 本実施形態のカバ一 レイフイルムは、 フイルム状基材 と才 リゴフェニ レン

エーテル とスチ レンブタジエン系のエラス トマ一を含有する合成樹脂か らな

る接着層か ら構成 される。そ して、 この接着層は、その弾性率がフイルム状

基材の弾性率 よりも小さ くなる。 ここで、 フイルム状基材は低誘電性特性 を

有 し、その比誘電率および誘電正接がそれぞれ 3 . 5 以下、 0 . 0 0 5 以下

になるとよい。

[0050] 本実施形態で使用される接着層は、弾性率 を小さ くすることが容易であ り

、ベ一スフイルムに対するカバ一 レイフイルムの安定 し優れた接着性 を示す

。そ して、 フレキシブル配線板の製造において、ベ 一 スフイルムおよび配線

との優れた接合が容易になる。 これは、上述 したような熱 ロールラミネー ト

法あるいは熱 プレス法を用いた熱圧着 において、加熱状態か ら室温へ と降温

する際に生 じる熱応力が接着層により吸収 され緩和されるようになるためで

ある。

[0051 ] また、上記カバ一 レイフイルムであると、ベ 一 スフイルムおよび配線 と力

バ一 レイフィル厶の接合一体化において、従来のように比誘電率および誘電

正接 を大 きくさせる接着剤は使用 しな くてもよい。更に、上述 したようにべ

—スフイルムおよびカバ一 レイフィル厶の組み合わせにより安定 した接着が

できるようになる。そ して、ベ一スフイルムとカバ一 レイフイルムの接合一

体化 して作製 されるフレキシブル配線板 における基板材料の比誘電率、およ



びそれ等の誘電正接を小さくすることが容易になる。そのため、このような

F P C は、高周波信号の高速化、低い誘電損失化が容易であり、その優れた

伝送特性を有 した高性能なものにできる。

[0052] 更に、上記接着層のガラス転移点は 1 8 0 °C以上であり、高い耐熱性およ

び高い屈曲耐性を有するF P C が可能になる。そして、例えば自動車のよう

な車載機器への需要に応えることが可能になる。なお、この場合には、ベ一

スフイルムおよびフイルム状基材は、液晶ポリマ一、 P I 系樹脂あるいは P

E N系樹脂からなると好適である。

[0053] また、本実施形態で使用される接着層は、その組成を調整することにより

ガラス転移点を2 3 0 °C以上にすることも可能になる。このために、フレキ

シプル配線板への半導体素子等の部品実装において、例えば 2 3 0 °C程度の

鉛フリーの半田リフ口一を行う厳 しい環境下でも耐え得る高耐熱性の F P C

が実現できる。

[0054] 以上、本発明の好適な実施形態について説明 したが、上述 した実施形態は

本発明を限定するものでない。当業者にあっては、具体的な実施態様におい

て本発明の技術思想および技術範囲から逸脱せずに種々の変形 変更を加え

ることが可能である。

[0055] 本発明は、本実施形態で説明 したような高周波信号が伝送されるフレキシ

プル配線板の場合に限定されるものでない。例えば 1 M H z 未満になる低周

波の電気信号が伝送されるF P C の場合であっても同様に有効になることに

言及 しておく。

符号の説明
[0056] 1 1 フイルム状基材、 1 2 接着層、 1 3 離型材層、 1 4 ベ一スフ

イルム、 1 5 信号配線、 1 6 グラン ド配線、 1 7 銅箔、 1 8 積層ク

ッシ ヨンシ一 卜、 1 9 第 1 回路配線、 2 0 第 1 フイルム状基材、 2 1

第 1接着層、 2 2 第 2 回路配線、 2 3 第 2 フイルム状基材、 2 4 第 2

接着層



請求の範囲

配線が設 け られたフ レキシブル配線板の主面 に接着 されて前記配線

を保護するカバ一 レイフイルムであ って、

フィル厶状の基材 と、

前記基材の主面 に設 け られた接着層 と、 を有 し、

前記基材は前記接着層 よ り弾性率が大 きい樹脂か らな り、

前記接着層は、才 リゴフ エ二 レンエーテル とスチ レンブタジエ ン系

のエラス トマ一を含有する合成樹脂か らなることを特徴 とするカバ一

レイ フ ィル 厶。

前記基材は、 その比誘電率が周波数 1 G H z において 3 . 5 以下 に

なる低誘電性樹脂 フイルムであることを特徴 とする請求項 1 に記載の

カバ 一 レイ フ イル ム。

前記基材は周波数 1 G H z における比誘電率が 3 . 5 以下、誘電正

接が 0 . 0 0 5 以下であることを特徴 とする請求項 1 に記載のカバ一

レイ フ ィル 厶。

前記低誘電性樹脂 フィル厶は、液晶ポ リマ一、ポ リエチ レンナフタ

レ一 卜、 シンジオタクチ ックポ リスチ レン、ポ リフエ二 レンスル ファ

イ ド、ポ リイミ ド系樹脂、ポ リエ ー テ ル イミ ド、ポ リフ エ二 レンェ 一

テルのいずれかあるいはこれ等のコンポジ ッ 卜系樹脂か らなることを

特徴 とする請求項 2 または 3 に記載のカバ 一 レイ フ イル ム。

前記基材の厚みが 5 ~ 5 0 れm、前記接着層の厚みが 1 0 ~ 5 0 れ

m であることを特徴 とする請求項 1 ない し3 のいずれかに記載の力 /

— レイ フ イル ム。

前記接着層は熱硬化性樹脂か らな り未硬化 フ イル ム状で前記基材 に

接合 されてお り、前記接着層は前記基板のガラス転移点よ りも低 い熱

硬化温度 を有することを特徴 とする請求項 1 ない し3 のいずれかに記

載のカバ一 レイフイルム。

前記基材の引張弾性率が 2 G P a ~ 2 0 G P a 、前記接着層の熱硬



化後の引張弾性率が 1 0 O M P a ~ 1 G P a であることを特徴 とする

請求項 1 ない し3 のいずれかに記載のカバ一 レイフィル厶。

前記 カバ一 レイフィル厶の前記基材 と接着層 を総合 した周波数 1 G

H z における比誘電率が 3 以下、誘電正接が 0 . 0 0 3 以下であるこ

とを特徴 とする請求項 1 ない し3 のいずれかに記載のカバ一 レイフィ

ル厶。

前記接着層側 に離型材層が設 け られていることを特徴 とする請求項

に記載のカバ 一 レイ フ イル ム。

液晶ポ リマ一あるいは液晶ポ リマ一を含むコンポジ ッ 卜系樹脂か ら

なるベ 一 スフイルムの主面 に配線が形成 され、前記べ一スフイルムお

よび前記配線 に対 して、請求項 1 ない し3 のいずれかに記載のカバ一

レイフィル厶が一体接合 していることを特徴 とするフ レキシプル配線

板。

前記べ一スフィル厶および前記 カバ一 レイフィル厶の基材が液晶ポ

リマ一であることを特徴 とする請求項 1 0 に記載のフ レキシプル配線

板。

前記 カバ一 レイフイルムの前記基材、前記接着層、 および前記べ一

スフイルムは、周波数 1 G H z における比誘電率が 3 以下、誘電正接

が 0 . 0 0 3 以下であることを特徴 とする請求項 1 1 に記載のフ レキ

シプル配線板。

配線が形成 された樹脂基板 に対 して、請求項 1 ない し3 のいずれか

に記載のカバ一 レイフイルムを熱 口一ル ラミネ一 卜法 によ り熱圧着 し

、 その後の加熱処理 を通 して前記配線 および樹脂基板 に前記 カバ一 レ

ィフィル厶を接合一体化することを特徴 とするフ レキシプル配線板の

製造方法。
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